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北海道教育庁学校教育局
特別支援教育課

令和３年９月施行の医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する
法律において、「学校の設置者は、その設置する学校に在籍する医療的
ケア児が保護者の付添いがなくても適切な医療的ケアその他の支援が受
けられるようにするため、看護師等の配置その他の必要な措置を講ずる
ものとする。」とされ、本道においても、日常的に医療的ケアを必要と
する状態にある児童生徒（以下「医療的ケア児」という。）の教育環境
の充実や保護者の付添いの負担軽減に向けた取組が求められている。

道では、医療的ケア児が通学するすべての道立特別支援学校に看護師
を直接雇用により配置し、在校時には、保護者の付添いがなくても安心
して学ぶことができる体制整備が進んできている。

一方で、地域によっては看護師人材の確保が難しい場合や勤務時間等
の制約により看護師の配置が難しい宿泊を伴う学習や登下校時などには、
保護者の付添いを依頼せざるを得ない現状であり、支援体制の構築が必
要である。

そのため、北海道教育委員会では、令和６年度に、学校における医療
的ケアの一部を訪問看護事業所等へ委託することによる、専門性のある
現役の外部委託看護師（以下「委託看護師」という。）を活用した体制
整備の在り方を検討するため、在校時、校外学習時の夜間、登下校時の
３テーマについて、「特別支援学校における医療的ケア実施のための外
部委託検証事業」を実施した。

本報告書は、検証により得られた成果や課題を、今後の道立特別支援
学校における医療的ケア実施体制の充実に役立てることができるよう、
報告書としてまとめたものである。

Ⅰ．背景・目的

Ⅰ．背景・目的
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北海道教育庁学校教育局
特別支援教育課

１．概要等

(1) 目的

(2)  検証方法

(3) 検証スケジュール

２．検証結果

(1)  実施状況

(2)  考察・課題・方向性

ア 委託看護師を加えた校内体制の構築

イ 教職員、保護者と委託看護師との連携

ウ 教育的な視点を踏まえた児童生徒への関わり

エ 緊急時の連絡体制、指示系統の共有

オ 委託契約の在り方

カ 課題

キ 今後の方向性

Ⅱ．テーマ１ 在校時の支援

Ⅱ．テーマ１ 在校時の支援
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１．概要等

北海道教育庁学校教育局
特別支援教育課

(1) 目的

本検証は、医療的ケア児が、在校時の生活全般について支援を受けることができるよう、
訪問看護事業所等への委託の方法による支援の在り方を検証するものである。

（2） 検証方法

医療的ケア児が通学する学校に、外部委託の方法により看護師を配置し、主に次の項目に
ついて、検証を実施した。

ア 委託看護師を加えた校内体制の構築
イ 教職員、保護者と委託看護師との連携
ウ 教育的な視点を踏まえた児童生徒への関わり
エ 緊急時の連絡体制、指示系統の共有
オ 委託契約の在り方

（3）検証スケジュール

R6.3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

実施校選定

契約手続

事前打合せ

在校時支援実施

実施状況聴取

(1) 実施状況

実施に当たっては、看護師確保が難しい山間部で、新たに医療的ケア児を受け入れる学校
を指定校とし、地域の委託看護師を活用した持続可能な支援の在り方について半年間の検証
を行った。
《委託看護師の主な業務内容》
・医療的ケア実施（喀痰吸引、経管栄養） ・医療的ケア実施計画書の作成
・校内実施用ケアマニュアル作成 ・緊急時対応マニュアル作成
・医療的ケア児の健康状態把握 ・実施記録の作成、報告
・保護者及び教職員との連絡及び情報交換

Ⅱ．テーマ１ 在校時の支援

２．検証結果

【検証の対象事例】

指 定 校 北海道夕張高等養護学校

実 施 期 間 令和６年４月16日（火）～９月27日（金）

委 託 先 訪問看護事業所
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北海道教育庁学校教育局
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(2) 考察・課題・方向性

ア 委託看護師を加えた校内体制の構築

医療的ケア児の受け入れに当たっては、早期から校内委員会による検討を進め、校内の
医療的ケア実施要領を策定することにより教職員の理解が促進され、スムーズに支援体制
を整備することができ、障がいのある子どもに対する訪問看護経験のある委託看護師が即
戦力として機能していることが認められた。
在校時の支援については、緊急時や発災時を想定し、学校の所在地域と連携した持続可

能な支援体制の構築が求められる。

イ 教職員、保護者と委託看護師との連携

委託看護師は担任教諭、養護教諭との連携が多かったが、３名の委託看護師が交代で勤
務する体制であったため、日常的に継続した支援を行うためには、教職員と委託看護師と
の綿密な情報共有と業務引継ぎが重要となった。
事前打合せを、保護者、生徒本人を含め、関係者が一堂に会して実施することで、生徒

の状態、ケアの内容等を効率よく共有することができ、早期の支援開始が図られた。

ウ 教育的な視点を踏まえた児童生徒への関わり

医療的ケア児への支援に対する教職員と看護師との考え方の相違を明らかにしながら対
応を検討することで、支援の質の向上につながった。
委託看護師の専門性を活用するためには、委託看護師が積極的に意見を述べることがで

きる体制づくりが必要である。

エ 緊急時の連絡体制、指示系統の共有

緊急時の連絡体制は作成されていたが、緊急時の判断者が保護者か学校かが不明瞭であ
ったため、判断基準と指示系統を明確にすることが重要である。

オ 委託契約の在り方

地域との連携という点で、指定校所在地に訪問看護ステーションを有する事業者と契約
を締結したが、在校時の支援は毎日長時間に及び、事業所は看護師の確保に苦慮した。

カ 課題

委託看護師の拘束時間が長く、地域や支援内容によっては、安定性、持続性という点に
おいて、事業所の看護師確保が困難であることが想定される。

キ 今後の方向性

在校時のケアについては、看護師が、単なる医療的な支援にとどまらず、自立活動の時
間における指導との関連など、教育的な視点を踏まえて支援に当たることが求められるた
め、学校職員として勤務する直接雇用がより望ましいと考える。
一方で、学校看護師の一時的な不在期間や休暇取得時の代替として、短期間のみ訪問看

護事業所等に委託することは、支援の継続のために効果的であるため、今後も直接雇用を
継続しつつ、看護師不在時には外部委託の活用方策も検討していく必要がある。

Ⅱ．テーマ１ 在校時の支援
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北海道教育庁学校教育局
特別支援教育課

１．概要等

(1) 目的

(2) 検証方法

(3)  検証スケジュール

２．検証結果

(1)  実施状況

(2) 考察・課題・方向性

ア 委託看護師を加えた校内体制の構築

イ 教職員、保護者と委託看護師との連携

ウ 事前打合せ・引継ぎの在り方

エ 緊急時の連絡体制、指示系統の共有

オ 委託契約の在り方

カ 課題

キ 今後の方向性

Ⅱ．検証２ 校外学習時の夜間支援Ⅲ．テーマ２ 校外学習時の夜間支援

Ⅲ．テーマ２ 校外学習時の夜間支援
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１．概要等

北海道教育庁学校教育局
特別支援教育課

(1)検証の目的

本検証は、医療的ケア児が、保護者の付添いがなくても宿泊を伴う校外学習に参加できる
体制を構築するため、訪問看護事業所等への委託の方法による支援の在り方を検証するもの
である。

(2) 検証方法

委託看護師が、保護者に代わって宿泊研修の夜間における医療的ケアを実施する場合に必
要となる校内体制整備や関係者の連携の在り方に関し、主に次の項目について検証を実施し
た。

ア 委託看護師を加えた校内体制の構築
イ 教職員、保護者と委託看護師との連携
ウ 事前打合せ・引継ぎの在り方
エ 緊急時の連絡体制、指示系統の共有
オ 委託契約の在り方

（3）検証スケジュール

6月 7月 8月 9月 10月

実施校選定

契約手続き

事前打合せ

宿泊研修実施

実施状況聴取

(1) 実施状況

実施に当たっては、生徒に日常的に関わっていない委託看護師により支援を実施すること
とし、実施当日は、宿泊地から約70㎞離れた事業所から生徒の宿泊先に赴き、宿泊研修中に
おける夜間の医療的ケアを実施した。
《委託看護師の主な業務内容》
・医療的ケア実施（喀痰吸引・経管栄養） ・対象生徒の健康状態把握
・事前打合せへの参加 ・引率教員との引継ぎ
・学校、保護者、主治医等との連携 ・実施記録の作成、報告

Ⅲ．テーマ２ 校外学習時の夜間支援

２．検証結果
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北海道教育庁学校教育局
特別支援教育課

委託看護師には、宿泊研修実施前の事前打合せへの参加を必須とし、実際に生徒、保護者、
学校職員と対面し、生徒の状態やケアの内容を共有した。
宿泊研修当日における委託看護師の勤務時間は、引率教員との引継ぎも含め、21時45分か

ら５時15分までの７時間30分とし、生徒の日中の体調やケア内容の共有、使用物品の確認等
を含め、２名の委託看護師によって実施された。

学校所在地や宿泊地以外の地域からの看護師活用事例を収集することができ、今後に向け
て、より広域での支援の可能性を検証することができた。

室蘭市（学校所在地）

苫小牧市
（宿泊地）

(約70km)

札幌市
（事業所所在地）

(約65km)

Ⅲ．テーマ２ 校外学習時の夜間支援

【検証の対象事例】

指 定 校 北海道室蘭養護学校

行 事 名 高等部宿泊研修（宿泊地：苫小牧市）

実 施 日 令和６年９月26日（木）～27日（金）

委 託 先 訪問看護事業所

(2) 考察・課題・方向性

ア 委託看護師を加えた校内体制の構築

委託看護師を活用することによる計画変更や必要となる対応について、関係職員間で十
分共有することができた。
また、対応者及び業務内容が時系列で明示された対応表の作成により、宿泊研修全体の

流れがわかるよう工夫するなど、校内体制の構築が図られた。

イ 教職員、保護者と委託看護師との連携

生徒の夜間の支援については、保護者との連携が重要であるが、生徒や保護者が安心し
て宿泊行事に参加することができるよう、教職員、保護者、委託看護師間での情報共有の
徹底が図られた。
連携に当たっては、生徒の体調悪化など個別事例も想定した十分な打合せが必要である。
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北海道教育庁学校教育局
特別支援教育課

ウ 事前打合せ・引継ぎの在り方

対象生徒に日常的に関わっていない委託看護師が夜間のみの支援に当たるため、管理職、
引率予定の教職員、保護者等関係者による事前打合せは必須と考え、宿泊当日までの生徒
の健康状態把握やケア内容について、随時共有を行った。
当日の引継ぎにおいては、ケア実施の前後各15分間を引継ぎ時間としたが、開始時の引

継ぎは、使用物品の配置確認に加え、生徒の日中の体調悪化もあり、時間が不足していた。
生徒の状態や当日の体制に合わせた十分な引継ぎ時間を確保する必要がある。

エ 緊急時の連絡体制、指示系統の共有

指定校では、夜間対応の基本的な考え方やタイムスケジュールの作成に加え、夜間緊急
時の連絡体制として、委託看護師から保護者に連絡することが徹底されていたこともあり、
今回の検証においては支障は生じなかったが、日中の引率者からの引継ぎのもとに夜間の
支援が実施されることを考えると、日中も含めた宿泊研修全体の連絡体制についても、委
託看護師に共有されることが望ましい。

オ 委託契約の在り方

本検証では、教職員に勤務を命じない夜間帯（22：00～5：00）を、委託看護師による
対応としたが、生徒の就寝時間に応じた勤務時間設定についても検討する必要がある。
委託契約における委託看護師の業務内容は、主治医の指示に基づく医療的ケア実施とし

た が、生徒の体調によっては、医療的ケア以外にも、通常看護師として実施する身体介
助等が必要となるため、業務処理要領への明記の検討が必要である。

カ 課題

学校における宿泊行事の実施が、一定の期間に集中して行われることから、地域や支援
内容によっては、事業所の看護師確保が困難であることが想定される。

キ 今後の方向性

宿泊行事における夜間のケアを、行事の際に限定された単発の支援とすることにより看
護師の直接雇用だけでなく、訪問看護事業所によるレスパイトケアや人材派遣会社による
看護師派遣を活用した支援体制の構築が期待されるため、本検証結果を踏まえ、外部委託
の効果的な活用に向けて予算化に取り組む。

Ⅲ．テーマ２ 校外学習時の夜間支援
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北海道教育庁学校教育局
特別支援教育課

１．概要等

(1) 目的

(2)  検証方法

(3)  検証スケジュール

２．検証結果

(1)  実施状況

(2)  考察・課題・方向性

ア 委託看護師を加えた校内体制の構築

イ 教職員、保護者と委託看護師との連携

ウ 事前打合せ・引継ぎの在り方

エ 試走・安全確認の必要性

オ 欠席や緊急時の連絡体制の在り方

カ 委託契約の在り方

キ 課題

ク 今後の方向性

Ⅳ．テーマ３ 通学時の支援

Ⅳ．テーマ３ 通学時の支援
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１．概要等

北海道教育庁学校教育局
特別支援教育課

(1) 目的

本検証は、登下校時に呼吸管理等の医療的ケアが必要な児童生徒が、保護者の付添いがな
くても通学できる体制を構築するため、訪問看護事業所等への委託による支援の在り方を検
証するものである。

(2) 検証方法

児童生徒の登下校時に、委託看護師が送迎の車両に同乗して医療的ケアを実施する際に必
要となる校内体制整備や関係者の連携の在り方に関し、主に次の項目について検証を行った。

ア 委託看護師を加えた校内体制の構築
イ 教職員、保護者と委託看護師との連携
ウ 事前打合せ・引継ぎの在り方
エ 試走による安全確認の必要性
オ 欠席や緊急時の連絡体制の在り方
カ 委託契約の在り方

Ⅳ．テーマ３ 通学時の支援

（3）検証スケジュール

10月 11月 12月 1月 2月

実施校選定

契約手続

事前打合せ

通学支援実施

実施状況聴取

(1) 実施状況

実施に当たっては、生徒の障がいの状態及び委託先の事業種別等を勘案し、出来るだけ多
様な事例で検証することができるよう、札幌市の2校及び函館市の１校を指定校として実施
した。
対象は、いずれも乗車中に呼吸管理が必要なため、通常は保護者の送迎で登下校しており、

外部委託により保護者の負担軽減が図られる児童生徒３名を選定した。

委託先についても、異なる事例を検証できるよう、訪問看護事業所、人材派遣会社、有償

ボランティアとそれぞれ委託契約を締結した。

２．検証結果
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北海道教育庁学校教育局
特別支援教育課Ⅳ．テーマ３ 通学時の支援

【検証の対象事例】

指 定 校 北海道真駒内養護学校

実 施 日
令和7年１月20日（月）～２月28日（金）の期間で計12回
（試走１回、登校８回、下校３回）

対 象 生 徒 高等部生徒

委 託 先 人材派遣会社

指 定 校 北海道拓北養護学校

実 施 日
令和6年12月20日（金）～２月26日（水）の期間で計10回
（試走１回、登校6回、下校3回）

対 象 生 徒 中学部生徒

委 託 先 有償ボランティア

○ 事例２

指 定 校 北海道函館養護学校

実 施 日
令和6年12月20日（金）～１月29日（水）の期間で計10回
（試走１回、登校6回、下校3回）

対 象 生 徒 小学部生徒

委 託 先 訪問看護事業所

○ 事例３

○ 事例１

(2) 考察・課題・方向性

ア 委託看護師を加えた校内体制の構築

各学校では、事前に教職員全体への周知が徹底されたことから、登校時の受け入れと、
下校時の送り出しがスムーズに行われた。

イ 教職員、保護者と委託看護師との連携

登下校時の児童生徒の体調やケア内容の引継ぎなど、保護者との連携が重要であるが、
安心して通学できるよう、教職員、保護者、委託看護師間での情報共有が徹底されていた。

ウ 事前打合せ・引継ぎの在り方

対象児童生徒に日常的に関わっていない委託看護師が登下校中のみケアを行うため、管
理職、学校看護師、保護者等関係者との事前打合せは必須と考え、実際に顔を合わせて生
徒の状態やケア内容を共有したことで教職員との登下校時の引継ぎがスムーズに行われた。
また、委託先事業所の都合により、対応する看護師が固定されない場合には、委託看護

師間での引継ぎや情報共有も必要となった。
事業所からは、事前打合せ前に生徒の情報を提供してもらうことで、より詳細な打合せ

を行うことができたのではないか、という意見も寄せられた。
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エ 試走・安全確認の必要性

保護者同乗のもと、生徒の通学経路を実際に試走することで、保護者から道路事情、安
全に停車できる場所、車中での配慮事項などのアドバイスを得ることができ、委託看護師
が安全な支援の実施に向けて確認を行うことができた。

オ 欠席や緊急時の連絡体制の在り方

当日の欠席連絡については、指定校３校のうち２校では、学校が保護者と委託看護師を
中継していたが、１校では、保護者から直接委託看護師への連絡体制としていた。
欠席の連絡が早期であれば、委託先において看護師の勤務を他に振り替える等の調整を

行うことができる可能性があるため、学校の実情に合った速やかな連絡体制を検討する必
要がある。

カ 委託契約の在り方

事業所からは、生徒の体調不良のほか、交通事情や天候によるキャンセルなどが想定さ
れるが、登下校支援の実施がなければ委託料が支払われない契約では採算が取れないとい
う意見も寄せられた。
本検証においては、キャンセル時の委託料の取扱いについて、契約書への明記がなかっ

たことから、当日のキャンセルが生じた場合は、協議事項として検討する必要があった。
委託先への聴き取りでは、仮に当日のキャンセルが生じた場合は、発生した交通費実費

や休業補償として委託料の６割程度を請求したいといった回答があった。

キ 課題

登下校時の支援に当たっては、事業所、児童生徒宅、学校間の移動を伴うため委託看護
師の身体的負担を伴うことや早朝からの勤務であること、勤務時間帯が登校時と下校時に
分断されることなどから事業所が看護師を確保できないなど、地域や事業所の運営体制に
よっては対応が難しいことが想定される。
また、福祉部局との連携や支援に要する予算の確保も大きな課題になると考えられ、全道
での実施に当たっては、予算化の可能性や実施方法について、検討していく必要がある。

なお、本検証における委託料単価を適用し、全道で実施すると仮定した場合の経費の試
算は、次のとおりとなった。

Ⅳ．テーマ３ 通学時の支援

【所要経費試算の条件】
・ 保護者負担軽減の観点から、対象は、自家用車等で保護者の送迎により通学する医療的

ケア児とする。
・ 対象となる児童生徒１名あたりの予算は、登下校支援に加え、初回の支援開始前の事前

打合せ及び試走１回分を含むものとする。
・ 対象となる費用は、登下校支援に係る看護師配置費用のみとし、送迎に係る福祉車両等

の利用料（看護師人件費は含まれない）は含んでいない。
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対象者数 ※R6実績
(名)

年間支援日数
(日)

１名当たりの予算
(千円)

年間所要額
(千円)

133 180 4,698 624,834

試算１ 課業日全日の登下校を支援する場合

対象者数 ※R6実績
(名)

年間支援日数
(日)

１名当たりの予算
(千円)

年間所要額
(千円)

133 45 1,188 158,004

試算２ 週１回の登下校を支援する場合

対象者数 ※R6実績
(名)

年間支援日数
(日)

１名当たりの予算
(千円)

年間所要額
(千円)

133 12 330 43,890

試算３ 月１回を支援する場合

ク 今後の方向性

道立特別支援学校における在校時の支援に係る看護師配置予算が、約173,000千円（R6）
であることを考えると、今回検証した方法による通学時の支援には多額の経費を要するため、
福祉部局との連携も含め、最適な支援の在り方について、引き続き検討していく必要がある。

Ⅳ．テーマ３ 通学時の支援
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Ⅴ．まとめ

(1) 持続的な看護師確保の取組について

特別支援学校における医療的ケア児の支援に当たっては、外部の看護師であっても、教育
的視点への理解が求められることや、緊急時や発災時等には地域との連携が必要になること
から、各地域において持続可能な支援体制を構築していくことが望ましい。
今後も安定的に看護師を確保していく体制を構築するためには、本検証結果を踏まえ、直

接雇用と併せて外部委託の活用も検討していく必要がある。
直接雇用と外部委託のそれぞれの効果的な活用方法について引き続き検討を重ね、各学校

や地域の実情に応じた最適な看護師配置が可能となるよう、看護師の確保に努めるほか、福
祉部局や医療機関等との連携を図りながら、本道における持続可能な体制構築を進めていく
必要がある。

(2) 検証結果の普及について

北海道教育委員会では、道立学校における医療的ケア実施体制整備のポイントや医療的ケ
ア実施までの手順を掲載した「医療的ケア実施のためのハンドブック」を作成している。
現状では、特別支援学校における医療的ケア実施体制は、直接雇用の看護師による体制の

みとなっているため、今後、本検証事業の結果を踏まえ、一部に外部委託を活用した体制を
整備する場合のポイント等についても合わせて明記し、外部委託を活用した体制整備が必要
となる市町村教育委員会や小・中学校等においても参考となるよう改訂していくことにより、
全道における医療的ケア実施体制の充実を図っていく必要がある。

Ⅴ．まとめ
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